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行政改革指針・重点課題 　６　協働事業の拡大 一般会計

法定受託事務の有無 予算区分（款 － 項 － 目）

その他（関係計画、要綱等） ながふく障がい者プラン、長久手市避難行動要支援者支援要綱 3-1-1 社会福祉総務費

事業開始の背景、経緯等
災害時等において自身での避難が難しい等の高齢者、障がい者等を支援できるよう、避難行動要支援者名簿を地域と共有
し、日頃からの見守りを行い、いざというときに地域で支え合える体制づくりを目指す。

（両者と協働不可の場合はその理由）

①事業内容
（どんな活動を行うのか）

②アウトプット【活動指標】
（活動の結果、どうなるのか）

③中間アウトカム【成果指標】
（対象はどうなるのか）

④最終アウトカム
（市としてどうなるのか）

災害時等において自身での避難が難しい
等の高齢者、障がい者等に、避難行動要
支援者として災害時に必要な情報を登録
してもらい台帳として整備するとともに、要
支援者名簿を関係団体、地域団体等と共
有し、日頃からの見守りを行い、いざという
ときに地域で支え合う体制づくりを行う。

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
(2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

予算 16,822 22,119 23,614 24,724 27,665

決算 14,286 17,199 18,976 20,574 -

人件費(B) 千円 決算 15,881 9,614 9,735 16,364 -

総コスト(C)＝(A＋B) 千円 決算 30,167 26,813 28,711 36,938 -

事業対象の数(D)
（R5年度は想定数）

人 484 568 579 580 580

対象あたりコスト（C/D)の
過去３年平均値

千円 37 50 53 64

中間アウトカム【成果指標】の数値設定
（事業の意図を反映する指標）

避難行動要支援者登録率
※旧高齢者実態把握調査の対象者を除
く。

％ 33% 35% 40%

（指標の設定根拠） （数値目標の根拠：調査名、調査年など出典）

登録率は、制度の認知度及び災害への備えについての意識向上の度合いが分かる
指標であるため

令和４年度の登録者数／対象者数（障がい者）を基準として設定

災害対策基本法に基づき、災害時等において自身での避難が難しい等の高齢者、障がい者等を支援できるよう、避難行動
要支援者名簿を地域と共有し、日頃からの見守りを行い、いざというときに地域で支え合える体制づくりを目指す。

（活動のエピソード、コメント、特記事項など）

令和４年度中に、登録申請様式を個別避難計画に対応し様式に改訂し、愛称をみまもり台帳とした。

（改善が必要なこと、改善の方法など）

まだまだ制度の周知と地域の支え合いの体制づくりが十分とは言えない状況である。民生委員・児童委員、自治会関係者な
どの地域の関係者や福祉専門職の協力が得られるよう引き続き取り組んでいく。

（事業の成果を高めるための事業の方向性）

みまもり台帳の登録時に発生していた入力作業等の事務軽減のため、AI-OCRを活用するとともに、既存のシステムの見直しを行い、令和5
年10月に新規システムの導入を目指す。
新規システムには、台帳機能に加え地図機能を登載することにより、ハザードマップ等の地図データと避難行動要支援者の居住地を対照す
ることが可能となる予定である。

市民・民間事業者との
連携協働の可能性

両者と協働可

（
ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

）

事
業
フ
ロ
ー

・対象となる人に避難行動要
支援者登録の案内を送付し、
登録の勧奨を行う。
・福祉専門職や民生委員・児
童委員協議会等に制度の周
知をし、対象者への働きかけ
や登録支援を依頼する。

災害時に高齢者や障がい者
等が取り残されないよう、地域
で支え合えあえる体制ができ
る。

障がい者等（身体障害者のうち１級及び２
級の者（腎臓機能障害者は３級及び４級を
含む。）、知的障がい者のうち療育手帳A
判定の者、精神障がい者のうち精神障害
者保健福祉手帳１級の者、これらに準ずる
状態にある者）

対象者が避難行動について
自身で考え、より多くの人が
登録を行う。

項目 単位 区分

事業費(A) 千円

進
捗
状
況

単位
【現状】

R4年度（2022）年実績
【目標①】

R5年度（2023）年実績
【目標②】

R8年度（2026）年実績

振
り
返
り

事業開始からの経緯など

令和４年度の成果

改善ポイント

今
後

今後の
方向性

基
本
情
報

コ
ス
ト
推
移

【誰を対象に】

【目的】

【今後の目標】

事務事業① 障がい者災害時支援事業

活動指標 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

（事務事業の具体的な活動の指標） (2022) (2023) (2024) (2025) (2026)

見込 390 400 410 420 430

実績 367

見込 40 40 40 40 40

実績 16

見込

実績

＜備考：活動の概要（R４年度(2022)）＞

コスト投入 拡充

事務事業②

活動指標 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

（事務事業の具体的な活動の指標） (2022) (2023) (2024) (2025) (2026)

見込

実績

見込

実績

見込

実績

＜備考：活動の概要（R４年度(2022)）＞

コスト投入

事務事業③

活動指標 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

(2022) (2023) (2024) (2025) (2026)

実績

見込

実績

見込

実績

＜備考：活動の概要（R４年度(2022)）＞

コスト投入

単位 区分

(1)

【アクションプラン】
避難行動要支援者登録者数【単年】

※旧高齢者実態把握調査の
対象者を除く。

人

(2)
新規登録者数

※旧高齢者実態把握調査の
対象者を除く。

人

(3)

今後の方向性 改善・見直し
個別避難計画に対応した様式に改訂し、民生委員児童委員協議会、福祉専門職に説明し周知した。改訂後
の様式は２月に送付しており、令和５年度に要支援者ごとに個別避難計画が策定される予定。
※上の実績は、令和3年度調査分。

単位 区分

(1) 運営に携わる市民の人数 人

(2)
【アクションプラン（総合計画）の

指定の指標】

(3)

今後の方向性

区分

(1) 運営に携わる市民の人数 人

(2)
【アクションプラン（総合計画）の

指定の指標】

(3)

今後の方向性
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